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	「骨太の方針2006」に関して
	社会保障関係費の増加額と、借金の残高増加額には、まったく関係がない。
	国債は、公共事業費に充当される建設国債や財投国債を中心に発行されてきた。
	平成16年度実績では、建設国債・財投国債の残高が363兆円あり、これは国債・借入金残高の47％を占める。また国債償還費のほかに過去の借金の利子が9兆円ある（この分も含めて借換えをしている）。これも含めれば、国債・借入金の半数近くは公共事業費によるも

